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のことである。その後 10 年間における免震建物の建設件数は年間平均僅か 10 件程度










成 12 年建設省告示第 2009 号）による大臣認定不要ルートが創設され、免震部材が指
定建築材料に指定される（平成 12 年建設省告示第 1446 号）など、合理的な設計を目
指した取り組みがなされている。兵庫県南部地震以降の適用件数は年間平均で 150 件
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ると、1994 年以前は幅に対して高さの小さい扁平な形状が多数を占め、塔状比も僅か
に 1 件が 2 を超えていたものの平均では 1 を下回っていた。しかし、1995 年以降は















































































本論文は第 1 章から第 7 章で構成されており、各章の内容は下記の通りである。 





重／積層ゴム断面積）を採用した。塔状比は 4 及び 6 の 2 ケース、積層ゴムの形状・
面圧は、直径 90mm、ゴム総厚 22mm・面圧 7.55MPa と直径 110mm、ゴム総厚 22mm・
面圧 5.05MPa の 2 ケースを設定している。実験で用いた積層ゴムは、減衰機能を併
せ持った鉛プラグ入り積層ゴム（LRB）及び高減衰積層ゴム（HDB）である。これら








第 3 章では、第 5 章で提示する免震建物の終局挙動解析法で用いる積層ゴムの大変
形挙動を表すモデルについて述べる。圧縮荷重下で単調載荷による水平変形を受ける

































第 7 章では、本論文から得られた成果を、章毎に得られた知見としてまとめている。 
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も用いられる 4及び現状の設計における限界値と考えられる 6の 2ケースを設定した。
積層ゴムの形状は、後述の想定構造物における原型の大きさで設定し、ゴム総厚 h を
共通の 200mm、直径 D を 800mm 及び 1000mm の 2 ケースとした。2 次形状係数
S2（D/h）はそれぞれ 4.0 及び 5.0 であり、想定構造物における面圧はそれぞれ 7.90MPa











以上を組み合わせた実験ケースを表 2.2 に示す。実験ケースは、LRB について塔状
比と積層ゴム形状の全組合せである 4 ケース（ケース①～④）、HDB について 2 ケー





2.1 参照）、上部構造は剛体を想定することとし、直径 D が 800mm 又は 1000mm の
積層ゴム 4 体で支持された剛な免震建物を設定した。試験体は、表 2.3 に示す相似則
に従い原型を 1/9 に縮尺した縮小模型である。表 2.3 より、本実験では、原型と模型
の加速度及び応力度が等しくなる。なお、縮尺率は原型の積層ゴムを忠実に縮小した
模型積層ゴムが製作できることを条件に定めた。試験体の全景を写真 2.1 に、試験体
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19.6ton、全体寸法は短辺 1,300mm×長辺 1,600mm×高さ 4,000mm である。以下で
はこの上部構造を「重錘」と呼ぶ。塔状比の 2 ケースは、短辺方向の積層ゴム軸芯間
距離 B を変えることによって調整し、塔状比 4 では B を 1,000mm、塔状比 6 では
680mm にそれぞれ設定した。なお、後者では厳密には H/B の値が 5.88 となるが、誤
差が 2％であることを考慮し、塔状比の値として 6 を用いることとした。 
 
2.3.3 積層ゴム 
模型積層ゴムの形状を図 2.2、2.3 に、形状・諸元を表 2.4 に、材料の物性規格を表
2.5 に示す。積層ゴムの形状は、ゴム 1 層厚 tr とゴム総厚 h が全ケース共通で 1mm
と 22mm であり、直径 D が 90mm 及び 110mm、1 次形状係数 S1（=D/4tr）が 22.5
及び 27.5、2 次形状係数 S2（=D/h）が 4.1 及び 5.0 である。また、積層ゴムの面圧は
7.55MPa 及び 5.05MPa である。表 2.6 に、これらの積層ゴムを用いた場合の試験体
全体の力学特性設計値を示す。原型の水平変形 250mm 時に相当する等価固有周期は、
LRB の場合が 1.02 秒及び 0.835 秒、HDB の場合が 0.951 秒及び 0.777 秒である。こ
れを原型に換算すると、LRB が 3.07 秒及び 2.51 秒、HDB が 2.85 秒及び 2.33 秒で
ある。また、鉛プラグの降伏せん断力係数（降伏せん断力／重錘総重量）は 0.0441
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表 2.1 実験要因と評価 
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表 2.3 相似則（λ=9） 
項目 （模型）／（原型） 項目 （模型）／（原型） 
時間（周期） 1  力（重量） 21   
加速度 1 剛性 1  
速度 1  応力度 1 
変位（長さ） 1  ひずみ度 1 
 




写真 2.1 試験体全景 





























塔状比 6 試験体    塔状比 4 試験体              （単位：mm） 
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表 2.4 積層ゴム試験体の形状・諸元 
積層ゴム種類 LRB HDB 
実験ケース ①、③ ②、④ ⑤ ⑥ 
直径 D(外径) (mm) 90 110 90 110 
内径（鉛径） (mm) 18 22 － － 
ゴム 1 層厚 tr (mm) 1.0 1.0 
ゴム総厚 h (mm) 22 22 
中間鋼板厚 (mm) 1.0 1.0 
ゴム総高さ l (mm) 43 43 
1次形状係数 S1  22.5 27.5 22.5 27.5 
2次形状係数 S2  4.1 5.0 4.1 5.0 
支持荷重 (kN) 48.0 48.0 
面圧 (MPa) 7.55 5.05 7.55 5.05 
 
 
表 2.5 材料の物性規格 
項目 LRB HDB 
ゴム 
硬度（JIS A） (度) 39±4 67±5 
引張り強度 (MPa) 17.7 以上 9.8 以上 
破断伸び (%) 600 以上 650 以上 
せん断弾性係数 G (MPa) 0.392 0.392 
縦弾性係数 E (MPa) 2.20 3.43 
体積弾性係数 E∞ (MPa) 1200 1500 
ゴム硬度による補正係数 κ  0.85 1.0 
鉛 
引張り強度 (MPa) 11.8～22.5 － 
伸   び (%) 40～50 － 
降伏せん断応力 (MPa) 8.33 － 
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表 2.6 LRB 試験体の力学特性設計値 
実験ケース  ①③ ②④ 
第 2 剛性(積層ゴム 4 体) (×105Ｎ/m) 4.35 6.51 























鉛プラグの降伏せん断力係数  0.0441 0.0659 
*原型で 250mm 変形に相当する値 
 
表 2.7 HDB 試験体の力学特性設計値 
実験ケース  ⑤ ⑥ 
















*原型で 250mm 変形に相当する値 
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2.4 実験方法 
2.4.1 加振方法 
入力地震動は BCJ－L2 波 2.12)を用いた。図 2.4 に BCJ-L2 波の加速度時刻歴波形と
速度応答スペクトル（h＝5%）を示す。加速度の最大値は 3.56m/s2 であり、10 秒ま
での長周期域で高く安定したパワーを持つ。実験時には、これを相似則（表 2.3 参照）
に従い時間軸を 1/3 に縮小し、さらに振動台の加振性能を考慮して 3 秒以上の長周期
成分をカットして入力した。入力方向は短辺水平 1 方向とした。加振レベルは、原波








































図 2.4 入力波（BCJ-L2 波） 
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表 2.8 振動台の主な性能・仕様 
項 目 Ｘ方向（水平） Ｙ方向（水平） Ｚ方向（鉛直） 
加速度 ±20 m/s2 ±20m/s2 
速 度 ±1 m/s ±0.5 m/s 


















測定サンプリングは 200Hz とした。 
また、積層ゴムの変形状況を振動台上に設置したビデオカメラを用いて録画したほ
か、試験体全体の動きについてもビデオカメラで録画した。 


















































で以後、負側の 2 つをまとめて「積層ゴム A」、正側をまとめて「積層ゴム B」と呼ぶ
ことにする。そして、積層ゴム A（あるいは B）の水平力と鉛直荷重として負側（あ








図 2.6 に、ケース①の加振レベル 2.5×L2 の時の、振動台上での加速度測定波と縮小
原波の擬似速度応答スペクトル（h=5%）を比較して示す。これより、3 秒以上の周期
領域で測定波の擬似速度が低下しているが、3 秒以下ではほとんど一致しており、表
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2.5.3 応答最大値 
図 2.6、2.7 に、重錘上端水平加速度、重錘重心水平加速度、免震層水平変形、積層
ゴム鉛直変形の最大値と加振レベルとの関係を示す。図 2.6 には LRB の全ケース（ケ
ース①～④）を、図 2.7 には HDB の 2 ケース（ケース⑤、⑥）を試験体条件（塔状





















度の差は僅かである。試験体条件の等しい LRB と HDB の比較では、HDB のケース
⑤、⑥の方が LRB のケース①、④よりも加速度が大きい。これは、HDB の方が周期
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①、③の方がより長周期となっていることによる。積層ゴム直径が等しいケースの比
較では、塔状比の大きい方が水平変形が小さい。ただし、直径 90mm のケース①、③
の水平変形の差は小さい。また、試験体条件の等しい LRB と HDB の比較では、HDB
の方が LRB よりも変形が僅かに小さい。これも上記と同様に HDB の方がより短周期
となっているためである。 
積層ゴム鉛直変形：ケース②、④、⑥では、1.5×L2 又は 2.0×L2 で初めて引張り変
形が生じ、加振レベルの増大に伴い変形が概ね 2 次曲線的に増加している。塔状比が
6 のケース④、⑥では変形が大きく、終局直前の引張り変形はそれぞれ 44mm 及び






























































































































































































































































ム A に大きな沈み込み変形を伴う座屈破壊が生じ、ほぼ同時に積層ゴム B にも座屈破
壊が生じた。 
ケース②：水平変形が積層ゴムの直径にほぼ相当する変形に達したが、重錘が浮き上
がり、積層ゴム B に引張り破断が生じた。 
ケース③、⑤：重錘が僅かに浮き上がり積層ゴム B には引張り変形が生じたが、水平
変形が積層ゴムの直径に相当する変形を超えて重錘の積層ゴム A 側が沈み込み、積層
ゴム A に座屈破壊が生じ、ほぼ同時に積層ゴム B にも座屈破壊が生じた。 
ケース④、⑥：水平変形は積層ゴムの直径相当の変形で留まるが、重錘が頻繁に浮き
上がり、両方の積層ゴムに引張り変形が生じた。最後は積層ゴム B 側が大きく浮き上
がって着地した後、積層ゴム A 側が浮き上がり引張り破断が生じた。 
 
 
表 2.8 積層ゴム破壊時加振レベルと破壊形式 



















































ム A、B ともに水平変形下において上端部に 0.005rad の回転変形が生じている。水平
加速度及び重心鉛直加速度は他のケースと比較して穏やかな波形となっている。鉛直
荷重は、沈み込み変形の最大値が生じる時刻に対応して、積層ゴム A では静止時荷重
のほぼ 2 倍程度、積層ゴム B では概ねゼロとなるが、他ケースと比べて変動は小さい。 
ケース②：積層ゴム A に僅かな沈み込み変形と、積層ゴム B に大きな引張り変形が生
じている。引張り変形が生じている間、免震層水平変形は増加せず重心水平変位より









じている間、積層ゴム B には引張り荷重が生じるが、積層ゴム A では静止時荷重の 2
倍を超える圧縮荷重となる。また、重錘の着地により両積層ゴムの鉛直荷重が大きく
変動し、その変動量は最大で静止時荷重の 2 倍を超える。 

































































ケース①                  ケース② 




































































































































ケース③                  ケース④ 
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ケース⑤                  ケース⑥ 














































































































沈み込み型       浮き上がり型      混在型 











WQup   ・・・・・・・・・(2.1) 
ここで、W は直方体の重量である。本試験体（W=192kN）について Qup を計算する
と、H/B=4 のとき Qup=48kN、H/B =6 のとき Qup=32kN である。図 2.12 に、各ケー
スの免震層水平力（Qh）－水平変形（δh）曲線を示す。加振レベルは 2.5×L2 であり、
図中には Qup を示している。これらの図より、以下のことが指摘できる。 
沈み込み型（ケース①）：最大水平変形は 91mm であり、積層ゴム直径 90mm に対し
て 100%を超えている。また、水平変形が 80mm 付近で水平力が頭打ちとなり、水平
力は常に Qup 以下である。 
混在型（ケース③、⑤）：両ケースともに最大水平変形は 80mm であり、積層ゴム直
径 90mm に対して 90%程度に達している。ケース③では、Qh－δh 曲線の形状がケー
ス①とほぼ同様であるが、H/B が 6 で Qup がケース①よりも小さいため、水平力が
Qup を上回っている部分がある。一方、ケース⑤では、水平変形が小さい領域（δh＜
A B A BA B 
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40mm 程度）ではケース①、③と降伏後の水平剛性が概ね同程度であるが、大変形時
に水平力にハードニングが生じているため水平力が Qup を上回っている。図 2.13 に、
ケース③について水平力と積層ゴム B の鉛直変形の時刻歴波形を示す。これより、2.5





層ゴム直径 110mm に対してそれぞれ 67%、55%、50%に抑えられている。全ケース
について水平力が Qup を上回っている部分が認められる。H/B が 4 のケース②では、
負側最大変形時の 1 サイクルにおいて水平力が Qup を超えている。一方、ケース④、
⑥では、H/B が 6 で Qup がケース②より小さいため、正負の変形時に水平力が頻繁に
Qup を超えている。特にケース⑥では、水平力のハードニングが顕著であり Qup を大
きく上回っている。図 2.13 にケース④の水平力と積層ゴム B の鉛直変形の時刻歴波
形を示す。これより、ケース③と同様、水平力が Qup を超えた時刻が積層ゴム B で引
張り変形が生じた時刻にほぼ対応している。 
以上より、重錘の運動パターンは剛体の静的浮き上がり限界水平力 Qup と免震層水
平力 Qh の大小関係に支配されており、Qup < Qh の場合には基本的に浮き上がり型と
なり、Qup > Qh の場合には沈み込み型となる。一方、沈み込み変形は免震層水平変形
が積層ゴムの直径に相当する変形に近づくほど増加する。よって、Qup < Qh で引張り
変形が生じていても、水平変形が直径相当の変形に近づくと沈み込み変形が生じる可
能性が高くなり、混在型に分類されることになる。 















































































































































































































































2.14、2.15 に、加振レベル 2.5×L2 における、各積層ゴムの水平力（Q）－水平変形
（δh）曲線、鉛直変形（δv）－δh 曲線、鉛直荷重（P）－δh 曲線、P－δv 曲線を示









荷重の違いによる。P－δh 曲線によれば、a 点付近において積層ゴム A に静止時荷重
のほぼ 2 倍程度が生じているのに対し、積層ゴム B はほぼ無負荷の状態となっている。
また、δv－δh 曲線より、沈み込み変形は水平変形の増大に伴い大きくなる。鉛直荷重
が大きいほど沈み込み変形は大きくなる傾向にあり、積層ゴム A では a 点において最
大の沈み込み変形 6.6mm（鉛直ひずみ ε=鉛直変形／ゴム総厚=30%）が生じている。
Ｐ－δv 曲線より、積層ゴム A では、a 点に向かうループにおいて鉛直剛性が低下し、
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に大きな違いは認められず、概ねバイリニアで表される安定した履歴ループを描いて
いる。P－δh 曲線によると、積層ゴム A では a 点において静止時荷重の 2 倍を超える
鉛直荷重が生じ、積層ゴム B の b 点付近では概ね降伏荷重に達している。また、鉛直
荷重の変動量が静止時荷重の 2 倍を超える部分も認められる。しかし、Q－δh 曲線に
はそのような荷重変動の影響がほとんど現れていない。一方、δv－δh 曲線によると、
沈み込み変形の水平変形依存性は小さく、鉛直荷重の変動に対応して、積層ゴム A の
a 点では 1.0mm（ε=5%）程度の沈み込み変形が生じている。また、積層ゴム B の b









































積層ゴム A                     積層ゴム B 






































































































































































積層ゴム A                    積層ゴム B 
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2.5.8 積層ゴム破壊時の詳細挙動 
全ケースについて、積層ゴムの破壊が生じた破壊時加振レベル（表 2.8 参照）にお






ケース①：積層ゴム A では水平変形が-40mm 付近で水平力が頭打ちとなり負勾配が
生じ始め、-80mm 付近で負勾配がさらに急となる。また、-80mm を超えると沈み込
み変形が急増している。a 点では、水平変形が直径相当の変形を大きく超えた-104mm
（γ=473%）となる。積層ゴム A では、沈み込み変形がゴム総厚の半分を超える 14mm




積層ゴム A と比べて沈み込み変形は小さい。積層ゴム B の形状は積層ゴム A と比較
してせん断の変形モードが卓越していると言える。b 点では、積層ゴム A の沈み込み
変形が減少し、逆に積層ゴム B の沈み込み変形が増加している。これは、写真 b から
も分かるように重錘にロッキング的な運動が生じたためである。この結果、積層ゴム





ケース②：a 点では、水平変形が-70mm で積層ゴム B に引張り変形 28mm（ε=127%）
が生じている。b 点では、水平変形が-95mm で、積層ゴム B に引張り変形 27mm が、
積層ゴム A に沈み込み変形 4mm が生じている。両積層ゴムともに繰り返しに伴う水




積層ゴム B の引張り変形が 14mm（ε=64%）に達した時点で、積層ゴム B のうち、写
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真 d に示したゴムとは反対側のゴムに引張り破断が生じた。a 点や b 点と比較して 1/2




ケース③：a 点では、水平変形が-70mm 付近で、積層ゴム A に 4mm 程度の沈み込み
変形が、積層ゴム B に 4mm 程度の引張り変形が生じている。b 点では、水平変形が
直径相当の変形を僅かに超え-95mm となり、積層ゴム A では沈み込み変形がゴム総
厚の半分に近い 10mm に達し、水平力が大きく低下している。積層ゴム B では、沈




水平変形が 110mm を超えている。積層ゴム A では、水平力がさらに大きく低下して
おり、沈み込み変形がゴム総厚の半分を超える 15mm（ε=68%）に達している。積層
ゴム B では、水平力にハードニングが認められるが、沈み込み変形の増加も大きく






層ゴムの水平力が低下し、免震層水平力が Qup を上回ることがなくなったためである。 
ケース④：図 2.19 では、浮き上がり挙動を明確にするため、破断直前の 1 ループのみ
を示している。a 点では、負側水平変形が-91mm で最大となる。積層ゴム A の沈み込
み変形は３mm 程度、積層ゴム B の引張り変形は 6mm 程度である。次に、b 点に向
かうループにおいて、積層ゴム B の引張り変形が急増して 33mm（ε=150%）に達す
る。この間、水平変形は僅かに減少して 75mm となっており、重錘の運動としては積
層ゴム A側を支点として積層ゴム B側が浮上するロッキング的な運動である。その後、
水平変形が原点に戻るのに伴い積層ゴム B の引張り変形は減少していく。c 点におい
て、積層ゴム B の引張り変形ほぼゼロとなるが、積層ゴム A に引張り変形が生じ始め
ている。すなわち、重錘が積層ゴム B 側での着地と同時に積層ゴム A 側で浮上してい
る。d 点では、正側水平変形が 95mm（γ=432%）で最大となる。積層ゴム A の引張
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り変形は 21mm 程度、積層ゴム B の沈み込み変形は 3mm 程度である。d 点から e 点
においては、積層ゴム B の a 点から b 点で見られた挙動と同様に、積層ゴム A では
水平変形が減少しつつ引張り変形が急増した。最終的には、写真 e に示すように e 点








しかし、水平変形が 90mm を僅かに超えた a 点において水平力は急激に低下する。水
平力が頭打ちとなり徐々に低下した LRB のケース①とは大きく異なる挙動を示す。
その後、水平変形が原点付近まで回復するが、水平力と沈み込み変形はほぼ同じ履歴
を描いて b 点に達する。沈み込み変形は 11mm（ε=50%）である。積層ゴム B では、
a 点に向かうサイクルにおいて沈み込み変形が増加していくが、a 点の直前において
変形が引張りに転じ、a 点では 4mm 程度の引張り変形が生じている。これは、同区
間において積層ゴム B の水平力がハードニングによって増加し、免震層水平力が Qup
を上回ったためと推察される。一方、b 点に向かうサイクルにおいても水平力にハー
ドニングが生じているが、繰り返しに伴い水平力が低下しているため、引張り変形は






ケース⑥：図 2.21 では、浮き上がり挙動を明確にするため、破断直前の 1 ループのみ
を示している。基本的な挙動はケース④と同じく、積層ゴム B 側での着地と同時に積




































積層ゴム A                     積層ゴム B 


































































































積層ゴム A              積層ゴム B 


























積層ゴム A                     積層ゴム B 













































































































積層ゴム A              積層ゴム B 


























積層ゴム A                     積層ゴム B 






































































































































積層ゴム A                     積層ゴム B 

















































































































































積層ゴム A                     積層ゴム B 




































































































































積層ゴム A                     積層ゴム B 
















































































































積層ゴム A              積層ゴム B 
















ース②も同じく 4.0×L2 を示している。これらの図より、以下のことが指摘できる。 












時刻 c において積層ゴム B の引張り変形がほぼゼロとなり重錘は着地する。その直
後、回転の慣性力によって重錘は再び浮き上がり積層ゴム A に引張り変形が生じる。








































時間（s）                           時間(s) 
ケース②             ケース④ 






15.5 16 16.5 17
免震層水平力（kN）


























15.5 16 16.5 17
免震層水平変形（mm）






15.5 16 16.5 17
積層ゴム鉛直変形（mm）






















ものである 2.14)。これより、実験で初めて負勾配が確認された加振レベル 2.0×L2 が
限界性能線に概ね対応している。一方、積層ゴムの破壊は 3.0×L2 で生じているが、
2.0×L2 以上において負勾配が発生し、水平変形が直径相当の変形に近づくことを考
慮すれば、圧縮に対する終局加振レベルは概ね 2.5×L2 前後と考えるのが妥当である。 
鉛プラグ入り積層ゴムについて、浮き上がり型のケース②、④の引張り変形を受け
る積層ゴム B に着目した。図 2.24 に、2.0×L2 以上の加振レベルの最大鉛直ひずみ（鉛
直変形／ゴム総厚）とその時のせん断ひずみをプロットした。直線は積層ゴムの引張







































































































ゴムの形状・面圧を採用した。塔状比は 4 及び 6 の 2 ケース、積層ゴムの形状・面圧
は、直径 90mm・面圧 7.55MPa（相対的に小径・高面圧）と直径 110mm・面圧 5.05MPa
（相対的に大径・低面圧）の 2 ケースを設定した。ゴム総厚は 22mm で共通である。
積層ゴムは、減衰機能を併せ持った鉛プラグ入り積層ゴム（LRB）及び高減衰積層ゴ













る免震層水平力 Qh の大小関係に支配されており、Qup < Qh の場合には基本的に
浮き上がり型となり、Qup > Qh の場合には沈み込み型となる。一方、沈み込み変
形は免震層水平変形が積層ゴムの直径に相当する変形に近づくほど増加する。よ

























り変形が生じたときの鉛直方向の履歴挙動については、HDB と LRB に大きな違
いは認められなかった。 















手法については、第 3～5 章において詳述することとする。 
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3.2.2 モデルの構成式 
図 3.2 より、変形の幾何学的関係から次式が成立する。 
   cossincos1 aS vlv   ・・・・・・・・・(3.1) 
 sincossin aS vlh   ・・・・・・・・・(3.2)  
圧縮荷重と水平力によって軸ばねに生じる軸方向荷重が次式によって与えられる。 
 sincos QPPa   ・・・・・・・・・(3.3) 
曲げモーメントのつり合いより次式が得られる。 
 vlQhPM    ・・・・・・・・・(3.4) 
曲げモーメントよって生じた傾斜面におけるせん断力のつり合いより次式が得られる。 
 cossin QPQs   ・・・・・・・・・(3.5) 
 
ここで、 l は積層ゴムの全高さ、 v は積層ゴム全体の鉛直変形、 av は軸ばねの軸方
向変形、 h は積層ゴムの水平変形、 S はせん断ばねの変形、 は回転ばねの回転角、
P は鉛直荷重、 Qは水平力、 aP は軸ばねに作用する力、 SQ はせん断ばねに作用する
力、M は回転ばねに作用するモーメントである。変形、荷重、モーメントはいずれも
矢印の向きを正とする。 aP は av と の 2 変数関数、M は と P の 2 変数関数、 SQ は
S の 1 変数関数でそれぞれ定義する。すなわち、 
  ,aaa vPP   ・・・・・・・・・(3.6) 
 ,PMM   ・・・・・・・・・(3.7) 
 SSS QQ   ・・・・・・・・・(3.8) 
 
(3.1)、(3.2)式を微分すると次式が得られる。 
  sincoscossinsin aaSS vvlv   
  aSSa vvl   cossincossinsin  
aS vh   cossin  ・・・・・・・・・(3.9) 
  cossinsincoscos aaSS vvlh   
  aSSa vvl   sincossincoscos  
  aS vvl   sincos  ・・・・・・・・・(3.10) 
(3.3)、(3.6)式を微分すると次式が得られる。 











P  ・・・・・・・・・(3.12) 
 
 - 75 -
(3.11)、(3.12)式より、 
    a
V
a PQPQPK
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(3.4)、(3.5)、(3.7)、（3.8）式をそれぞれ微分すると次式が得られる。 
  vQQvlhPPhM    ・・・・・・・・・(3.18) 



























































































































































































































































  ・・・・・・(3.25) 
 
(3.23)式に(3.25)式を代入して整理すると次式が得られる。 
 - 77 -
































































それぞれ増分の形で表したものである。ある計算ステップにおいて、荷重  QP、 、変
形  vh  、 及びばねの変形と回転角  S、 を既知とすると、(3.26)式より増分 P 、
Q 、 v 、 h のうち２つが既知であれば残り２つの増分が求められる。さらに、
(3.25)式より  、 S が求められ、次のステップの荷重と変形が確定する。なお、微












2  ・・・・・・・・・(3.27) 
bE は曲げに関する見かけの縦弾性係数、 I は積層ゴムの断面 2 次モーメントである。













ここで、 E はゴムの縦弾性係数、 E はゴムの体積弾性係数、 はゴム硬度によって
定められる補正係数、S1 は積層ゴムの 1 次形状係数（S1 rtD 4 、 D：直径、 rt ：ゴ
ム 1 層厚）である。 
 













yM と終局曲げモーメント uM は次式で与えられる。 
 yy DM   322
3
 ・・・・・・・・・(3.29) 
  yyu MDDM  4422
2
  ・・・・・・・・・(3.30) 











  ・・・・・・・・・(3.31) 
y は降伏回転角で次式を満足する。 
yRy KM    ・・・・・・・・・(3.32) 
・降伏後 






























  ・・・・・・・・・(3.33) 
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ここで、 r は曲線形状を規定する関数パラメータである。図 3.5 に回転ばねの復元力



















































































図 3.5 回転ばねの復元力特性 
 

































11  ・・・・・・・・・(3.38) 

































図 3.6 せん断ばねの復元力特性 
 








  ・・・・・・・・・(3.40) 
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図 3.3 のゴムシートに鉛直荷重 aP と曲げモーメント M を作用させた状態を考える。
全断面の応力度が弾性域にある状態から回転角 を一定に保持したまま aP を減少さ
せていくと、応力分布が図 3.3(b)の「弾性限の応力分布」の状態になる（図 3.7 の点
Y）。点 Y の荷重 yaP , は、(3.29)、(3.32)式より次式で与えられる。 
uaRya PKD
P ,,
4    ・・・・・・・・・(3.42) 
ここで、 uaP , は終局荷重で、次式で定義される。 
yua AP ,  ・・・・・・・・・(3.43) 





v ,,   ・・・・・・・・・(3.44) 
点 Y から を一定に保持したままさらに aP を減少させていくと、全断面が y に達し、
応力分布は図 3.3(d)の「極限の応力分布」の状態になる（図 3.7 の点 U）。点 U と点 Y




avv ,,,,    ・・・・・・・・・(3.45) 
a は定数（ 1a ）で、降伏から終局に至るまでの遷移状態を規定している。以上より、
軸ばねの復元力特性を次式で与えることとした。 
・点 Y 以上の圧縮荷重域 
aVCa vKP    aya vv  ,  ・・・・・・・・・(3.46) 
・点 Y～点 U 
yaa vv ,  の と き yaa PP , 、 VCaa KvP   及 び uaa vv ,  の と き uaa PP , 、























  yaaua vvv ,,   ・・・・・・・・・(3.47) 































   yaaua vvv ,,   ・・・・・・・・・(3.49) 






























  yaaua vvv ,,     ・・・・・・(3.51) 
 
以上の定義によれば、軸ばね特性の適用範囲は、積層ゴムに引張り力が生じて全断面
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3.4 数値解析 
3.4.1 検証実験 3.8) 
試験体：修正マクロモデルの精度を検証するため、積層ゴム単体の大変形加力実験に
対する数値解析を実施した。試験体の形状を図 3.8 に、諸元を表 3.1 に、ゴム材料の
物性規格を表 3.2 にそれぞれ示す。試験体は直径 D が 200mm の縮小試験体で、せん
断弾性係数が 0.392MPa の天然ゴム系積層ゴムである。ゴム総厚 h が 50mm、ゴム 1
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表 3.1 試験体の諸元 
外径 D  (mm) 200 
内径 (mm) 0.0 
全高さ l (mm) 78.8 
ゴム 1 層厚 tr (mm) 2.0 
ゴム層数 25 
ゴム総厚 h (mm) 50 
中間鋼板厚 (mm) 1.2 
1 次形状係数 S1 25 
2 次形状係数 S2 4.0 
 
表 3.2 ゴム材料の物性規格 
硬度（JIS A） (度) 37±5 
100%伸長応力 (MPa) 0.8±0.2 
引張強度 (MPa) 17 以上 
破断伸び (%) 600 以上 
せん断弾性係数 G (MPa) 0.392 
縦弾性係数 E (MPa) 2.2 
体積弾性係数 E∞ (MPa) 1200 
ゴム硬度による補正係数 κ 0.85 





では、面圧を 0、9.81、19.6MPa の 3 ケースとして、せん断ひずみを 0 から 400%ま
で増加させた。変動荷重載荷では、面圧をせん断ひずみに応じて線形的に変動させた。
変動荷重の与え方を図 3.9 に示す。せん断ひずみの変動範囲は 0 から 350%、面圧の
変動範囲は 0 から 19.6MPa とした。加力は図 3.10 に示す加力装置（鉛直アクチュエ
ータ 1000kN×2、水平アクチュエータ 500kN）を用いて行い、いずれのケースにつ
いても静的に加力を行った。 
 - 86 -
表 3.3 試験ケース一覧 




ケース② 0～400 9.81 




ケース⑤ 0～350 0～19.6 
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3.4.2 解析条件 
解析に用いた積層ゴムの形状及びゴム材料の弾性定数等は、表 3.1、3.2 に示す通り
である。せん断ばねの復元力特性を規定するパラメータ 1s 、 2s 、回転ばねの復元力特
性を規定するパラメータ r 並びに軸ばねの復元力特性を定めるパラメータ a について
は、実験結果に基づき以下の通り定めることとした。 
せん断ばね：圧縮荷重がない時の水平力－水平変形曲線で表すことを考慮し、ケース
①（一定荷重、面圧 0）の水平力－水平変形曲線とよく一致するように 1s 及び 2s を決
定した。図 3.11 に、(3.38)式による実験結果のフィッティング結果を示す。 1s が小さ
くなるとハードニング開始位置が大きくなり、 2s が大きくなるとハードニングが強く
なることを考慮し、 1s 及び 2s としては 0.001 及び 5 を与えた。 
回転ばね：修正マクロモデルの曲げモーメントとせん断力の釣り合い（前掲(3.4)、(3.5)
式）に、実験結果を代入することによって曲げモーメント－回転角曲線を求め、それ






1 tansin  

  ・・・・・・・・・(3.52) 
 
(3.4)式を再掲すると、 
 vlQhPM    ・・・・・・・・・(3.53) 
(3.52)、(3.53)式に、ケース②及びケース③の実験結果から得られた Q、 P 、 h 、 v
を、 SQ としてケース①に合致するようにパラメータを定めた(3.38)式をそれぞれ代入
すると、ケース②とケース③についての M 曲線が求められる。図 3.12 に、得られ
た M 曲線と(3.31)、(3.33)式によるフィッティングの結果を示す。ここでは、両ケ
ースによく一致するように r として 1.9 を与えた。 
軸ばね：ケース③の鉛直変形をシミュレートできるように a として 1.6 を与えた。 
解析では、実験と同じように鉛直荷重と水平変形を既知として計算を進め、水平力
と鉛直変形を求めた。また、解析時の水平変形の増分幅は 0.0125mm とした。 
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3.4.3 解析結果 
図 3.13、3.14 に、一定荷重載荷のケース①～ケース③のせん断応力 τ（水平力／積層
ゴム断面積）－せん断ひずみ γ 曲線及び鉛直ひずみ ε（鉛直変形／ゴム総厚）－せん断
ひずみ γ 曲線について、解析結果と実験結果を比較して示す。これより、τ－γ 曲線と ε
－γ 曲線いずれについても、解析と実験は非常に良く一致している。τ－γ 曲線では、
ケース②とケース③において、γ がそれぞれ 250%及び 350%を超えた付近において、
τ が頭打ちとなり負勾配が発生する様子が精度良く表現されている。また、ε－γ 曲線
においても γ の増大に伴い ε が低下していく様子がほぼ正確に表現されている。本解
析では、軸ばねの復元力特性として、曲げによる図心の伸び変形成分を考慮した非線
形特性を与えている。このようなばね特性を用いた本手法の有効性を確認するため、
軸ばねを線形とした解析との比較を行った。図 3.15 に両者の ε－γ 曲線を示す。これ
より、ケース①では両者の違いは小さいが、面圧を与えたケース②及びケース③では、




定荷重のケースと同様、τ－γ 曲線と ε－γ 曲線ともにに解析と実験は非常に良く一致
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4.2 大変形せん断履歴則 
4.2.1 履歴則の概要 
図 4.1 に示すような 4 つの曲線を定義し、これらの曲線の組合せによって積層ゴム
の水平復元力特性を表すことを考える。なお、以下では、水平力－水平変形曲線をせ










③除荷曲線上の点 B から載荷する場合は、点 A と点 B を通る負荷曲線上を上昇す
る。さらに、点 A を超えた場合は、スケルトン曲線上を上昇する。 
④負荷曲線上の点 C から除荷する場合は、負荷曲線上をそのまま下降する。さらに






































以上を考慮して、スケルトン曲線 skl を次のべき関数によって表した。 
初 期：    121  sskl sG   ・・・・・・・・・(4.1)  
更新後：    Gskl   ( S  ) ・・・・・・・・・(4.2) 
    121  sSskl sG   ( S  ) ・・・・・・・・・(4.3) 






なっている。 S は経験した最大せん断ひずみに応じて以下のように与えた。 
 2max3   sS  ・・・・・・・・・(4.4) 
ここで、 3s ：ハードニングシフトの程度を制御するパラメータ 
max ：最大経験せん断ひずみ 
max の初期値としては 2 を与えた。 max が 2 を超えない範囲では(4.1)式を用いるが、
max が 2 を超えると更新後のスケルトン曲線(4.2)、(4.3)式を用いる。更新のタイミン




    221 11 Sskl ssGdd     ・・・・・・・・・(4.5) 






  S   ・・・・・・・・・(4.6) 
     







・ せん断ひずみが 200%程度以下において載荷時の初期せん断剛性に復帰する 
下限曲線 low は後者 2 つの領域をトレースするような曲線として設定することとし、
Hardin-Drnevich モデルに曲率制御ができるように修正した以下の双曲線関数によ




























  ：  G と l  が交わる点のせん断ひずみ 
l ：応力漸近値 
4s ：関数形状の曲率を制御するパラメータ 
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低減率 rを次の形で表した。 
1r         2unl   ・・・・・・・・・(4.10) 







low ~  ・・・・・・・・・(4.12) 
ここで、 ：真の応力、~ ：偏差応力 
図 4.1 を偏差応力を用いて描き直すと図 4.3 のようになる。(4.12)式の定義から、偏差
応力座標系におけるスケルトン曲線 skl~ は次式で表される。 
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   ・・・・・・・・・(4.15) 
ここで、 6s は関数形状を制御するパラメータであり、図 4.3 に示すように 6s を大きく










 ・・・・・・・・・(4.16)  
 
(5)負荷曲線 






以上を考慮して、負荷曲線は、図 4.4 に示すように、点 A を固定点として、スケルト





















 CCC  ~,  
 BBB  ~,
 AAA  ~,  
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た。図 4.4 より負荷曲線   rel~ は次式で表される。 









~~~~~~  ・・・・・・・・・(4.17) 
(4.17)式を微分すると次式が得られる。 



























4.3.2 検証実験 4.1)、4.6) 
試験体：実験に用いる試験体は直径 D が 200mm、ゴム総厚 h が 50mm の天然ゴム系
積層ゴム縮小試験体である。異なるゴム材料の積層ゴムへの適用性を確認するため、













図 4.4 負荷曲線 
負荷曲線 rel~  
スケルトン曲線 skl~
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象とした。試験体の諸元を表 4.1 に、ゴム材料の物性規格を表 4.2 にそれぞれ示す。 
ゴム 1 層厚 tr は 2.0mm 及び 2.5mm で、1 次形状係数 S1 はそれぞれ 25 及び 20、2
次形状係数 S2 はともに 4 である。G4 ゴムは第 3 章の積層ゴム試験体と同一形状、G6
ゴムもゴム 1 層厚と中間鋼板厚が異なるほかはほぼ同一形状である。 
 
 
表 4.1 試験体の諸元 
ゴム種類 G4 G6 
外径 D (mm) 200 200 
内径 (mm) 0.0 0.0 
全高さ l (mm) 78.4 80.4 
ゴム 1 層厚 tr (mm) 2.0 2.5 
ゴム層数 25 20 
ゴム総厚 h (mm) 50 50 
中間鋼板厚 (mm) 1.2 1.6 
1 次形状係数 S1 25 20 
2 次形状係数 S2 4.0 4.0 
 
表 4.2 ゴム材料の物性規格 
ゴム種類 G4 G6 
硬度（JIS A） (度) 37±5 40±5 
20%伸長応力 (MPa) － 0.33±0.1 
100%伸長応力 (MPa) 0.8±0.2 － 
引張強度 (MPa) 17 以上 19.6 以上 
破断伸び (%) 600 以上 500 以上 
せん断弾性係数 G (MPa) 0.392 0.578 
縦弾性係数 E (MPa) 2.2 2.2 
体積弾性係数 E∞ (MPa) 1200 1200 
ゴム硬度による補正係数 κ 0.85 0.85 
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加力方法：試験ケースの一覧を表 4.3 に示す。試験体は各ケースにつき一体用い、面
圧（鉛直荷重／積層ゴム断面積）を一定に保持した状態で水平方向に単調載荷又は繰
り返し載荷を行った。単調載荷のケース①では、面圧を 0 としてせん断ひずみを 0 か
ら 400%まで増加させた。繰り返し載荷のケース②～⑤では、面圧を 0、9.8、19.6MPa
の 3 ケースとして、せん断ひずみを 0 から 500%まで 50%刻みで増加させた。ケース
②では正側変形域のみの繰り返し、ケース③～⑤では正負の繰り返しとした。加力は、
第 3 章と同じ加力装置（鉛直 1000kN×2、水平 500kN、図 3.10 参照）を用いて行い、
いずれのケースについても静的に加力を行った。 
 
表 4.3 実験ケース 




















である。各曲線のパラメータについては、面圧が 0 の実験から得られた τ－γ 曲線と合
致するように定めることとした。以下に、G4 ゴムについて、面圧が 0 で単調載荷と
繰り返し載荷を与えたケース①、ケース②を対象として、各パラメータの決定方法に
ついて述べる。 
スケルトン曲線の形状（ 1s 、 2s ）：面圧が 0 で単調載荷を与えたケース①の τ－γ 曲線
を参考にしてパラメータを決定した。 1s が小さくなるとハードニング開始位置が大きくなり、
2s が大きくなるとハードニングが強くなることを考慮し、ケース①の τ－γ 曲線とよく一致する 1s
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せん断剛性が低下する性質を考慮する必要がある。よって、ハードニング性状をさらに強く
することとし、 2s として 5.7 を与えた。図 4.5 にスケルトン曲線と実験結果を比較して示す。 
下限曲線の形状（ l 、 4s ）：下限曲線は初期剛性 G を持ち、γ の増大に伴い l  に
漸近する曲線である（図 4.2 参照）。G の値としてはスケルトン曲線と同様に 0.343MPa
を与えた。 ll G   より、 l と l のうちどちらか一方が決まれば他方は従属的に求
められる。ここでは l をパラメータとして考慮した。 l と 4s はケース②の τ－γ 曲線
と比較することによって定めた。図 4.6 に τ－γ 曲線と下限曲線を示す。図に示すよう
に、γ が 150～200%程度までは概ね τ－γ 曲線に一致し、その後は大変形域からの除
荷後の勾配に沿うようにパラメータを選択した。この結果、 l として 4.0 を、 4s とし
て 2.5 をそれぞれ与えた。 
除荷曲線の形状（ 6s ）：除荷曲線は、図 4.3 に示すように偏差応力座標系で定義され
る曲線である。 6s が 1 のときは除荷点と原点を結ぶ直線になるが、 6s が大きくなるに
つれて、除荷勾配が大きくなり、図に示すような曲率を持つ曲線を描くようになる。 6s
は図 4.6 に示した実験結果の除荷時の履歴性状と合致するように定めた。ここでは 6s
として 15 を与えた。 
ハードニングシフト（ 3s ）、下限曲線の低減率（ 5s ）：繰り返しの影響を考慮するパラ
メータである。いずれも、図 4.6 の τ－γ 曲線とよく一致するように定め、 3s =0.5、
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特性を規定するパラメータ r は、既往の研究 4.7)を参考にして 1.2 を、軸ばね特性を規
















図 4.6 下限曲線と実験結果 
 
表 4.4 履歴則のパラメータ一覧 
曲線 パラメータ G4 G6 
スケルトン曲線 
1s  0.0005 0.0015 
2s  5.7 6.0 
3s  0.5 0.7 
下限曲線 
l  4.0 3.5 
4s  2.5 2.5 
5s  0.1 0.2 
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4.3.4 解析結果 









































































































































































































































体として直径 200mm、せん断弾性係数 0.392MPa 及び 0.578MPa の天然ゴム系積層
ゴム縮小試験体を用いて、圧縮荷重一定下で水平方向に繰り返し漸増載荷を行った。
解析と実験の比較より以下のことが確認された。 
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鹿島技術研究所年報 48 号、pp.169-174、2000.9. 
4.7) 日本建築学会編：免震構造設計指針第 2 版、pp.545-563、1993. 
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平（U ）、鉛直（V ）及び回転（）の 3 自由度である。水平 1 方向入力を考慮して、








部に回転角を与えた加力実験が実施されている 5.8)。これによると、直径 200mm で
S2 が 4 の縮小試験体を対象とし、面圧 12MPa、せん断ひずみ 200%の条件下で行った




























解析対象構造物             解析モデル 













積層ゴム B 積層ゴム A 
① ①② ②
積層ゴム A 積層ゴム B 
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5.3 運動方程式 
図 5.1 より、n ステップの重心に関する運動方程式は次式によって表される。 














































   TnnVnUn FFFF  ：重心に生じる各成分の力 
   KThC s   ：減衰マトリクス 
（ sh ：減衰定数、T ：建物固有周期、  K ：剛性マトリクス） 
m 、 I ：上部構造の質量、回転慣性、 0X ：地動加速度 
 
運動方程式を解く際には、数値積分法として中央差分法（衝撃加速度法）5.9)を用いた。




積分時間刻みを t とすると、n ステップの変形、速度及び加速度は次式によって与え
られる。 
        2111 21 tXtXXX nnnn     ・・・・・・・・・(5.2) 
         tXXXX nnnn    11 21  ・・・・・・・・・(5.3) 
     FMX n  1  ・・・・・・・・・(5.4) 
ここで、      CtMM
2
  
             nnnn FXtXCXfMF    110 2   
 





・重心における変位  1nX 、速度  1nX 、加速度  1nX   
・各積層ゴムの鉛直荷重 1ni P 、水平力 1ni Q 、鉛直変形 1ni v 、水平変形 1ni h 、回
転ばねの回転角 1ni 、せん断ばねの変形 1nSi 、 
添え字の i は積層ゴムの番号で、積層ゴム A を i =1、積層ゴム B を i =2 とする。積層
ゴムの変形より、n-1ステップにおける微係数 1 nii M  、 1 nii PM 、 1niSi sdQd  、
1 aniai vP  、 1 niai P  が求められる。(5.2)式に、 1nX 、 1nX 、 1nX を代入
すると n ステップの重心変位  nX が求められる。重心と積層ゴムの幾何学的な関係よ
り、n ステップにおける各積層ゴムの水平変形 ni h 及び鉛直変形 ni v を次式より求め
る。 
nbnn lUh 1  ・・・・・・・・・(5.5) 
nann lVv 1  ・・・・・・・・・(5.6) 
nbnn lUh 2  ・・・・・・・・・(5.7) 




hi  及び vi  を代入すると、水平力及び鉛直荷重の増分 Qi 及び Pi が求められる。
続いて、同じく修正マクロモデルの関係式(3.25)式に hi  、 vi  及び Qi 、 Pi を代
入すると、回転ばねの回転角及びせん断ばねの変形の増分 i 及び Si  が得られる。
よって、n ステップの水平力 ni Q 、鉛直荷重 ni P 、回転ばねの回転角 ni 、せん断ばね
の変形 nSi が求められる。一方、重心と積層ゴムの力の釣り合いより、 nF の各成分
は次式で与えられる。 
nnnU QQF 21   ・・・・・・・・・(5.9) 
nnnV PPF 21   ・・・・・・・・・(5.10) 
    annbnnn lPPlQQF  2121  ・・・・・・・・・(5.11) 
 
(5.4)式及び(5.3)式より、n ステップの加速度  nX 及び速度  nX を順次求める。以上の
計算の結果、n ステップにおける、重心の変位、速度、加速度及び積層ゴムに関する
諸量すべてが求められる。 

























図 5.2 解析フロー 
 1nX   1nX   1nX  1ni P  1ni Q  1ni v  1ni h  1ni  1nSi  
 nX  ni h  ni v
1 ninii hhh 
1 ninii vvv   
aiai vP  iai P   
ii M  PM ii 
SiSi dQd   (n－1) 
Qi  Pi  
QQQ inini  1
PPP inini  1
   inini 1
Sinini ss   1
 nF
 nX  
 nX  
  onXf 




















鉛プラグ入り積層ゴムの降伏応力 pb は、面圧 σ（鉛直荷重／積層ゴム断面積）の増
加に伴い大きくなる特性を有する 5.10)。そこで、鉛プラグの復元力特性のモデル化に
面圧の影響を採り入れた。図 5.3 にモデルの概要を示す。基本的なモデルは完全弾塑
性モデルで、降伏せん断ひずみを γpb で一定とし、σ に応じて pb を変化させた。 pb は
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表 5.1 積層ゴムの形状・諸元及び材料の設計用弾性係数 
直径 D mm 90 
内径（鉛径） mm 18 
ゴム１層厚さ tr mm 1.0 
ゴム層総厚さ h mm 22 
全高さ l mm 43 
1 次形状係数 S1 ― 22.5 
2 次形状係数 S2 ― 4.1 
ゴムのせん断弾性係数 G MPa 0.392 
ゴムの縦弾性係数 E MPa 2.2 
ゴムの体積弾性係数 E∞ MPa 1200 
ゴム硬度による補正係数 κ ― 0.85 
ゴムの引張り降伏応力 σy MPa -1.47 
鉛の降伏せん断応力 τpb MPa 8.33 
 
 
表 5.2 解析パラメータ一覧 











除荷曲線 s6 15 
軸ばね s7 1.4 
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2.5×L2 の実験結果をシミュレートする値を選定した。鉛プラグの降伏せん断ひずみ
γpb は実験結果の積層ゴム初期剛性に合致する値として 0.04 を採用した。また、鉛直









A の水平力が頭打ちとなり負勾配発生後に大きく低下する挙動、積層ゴム B の水平力
にハードニングが生じその後の除荷時にループが膨らむ挙動が、解析によって概ね表
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(2)3.0×L2 
図 5.9～5.11 に、各積層ゴムについて、Q－δh 曲線、δv－δh 曲線、P－δv 曲線を解
析結果と実験結果について示す。また、図 5.12、5.13 に解析と実験の時刻歴波形を比
較して示す。解析時間は免震層水平変形が積層ゴムの直径相当の変形を超え、水平力
が大きく低下した 5 s までとしている。これより、終局レベルについても 2.5×L2 と
































解析                 実験 
積層ゴム B 
 





































































 - 126 -
    
 
 























解析                 実験 
積層ゴム B 
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解析                 実験 
積層ゴム B 
 













































































































図 5.7 解析結果と実験結果の比較：ケース①2.5×L2、変形の時刻歴波形 



































図 5.8 解析結果と実験結果の比較：ケース①2.5×L2、加速度の時刻歴波形 
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解析                 実験 
積層ゴム B 
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解析                 実験 
積層ゴム B 
 












































































































図 5.12 解析結果と実験結果の比較：ケース①3.0×L2、変形の時刻歴波形 

































図 5.13 解析結果と実験結果の比較：ケース①3.0×L2、加速度の時刻歴波形 

























係数 G を 0.441MPa（4.5kg/cm2）に、せん断ばねのパラメータ S5 を 0.15 に、減衰定
数を 0.3%に修正した他は、表 5.1 の設計値及び表 5.2 のパラメータを用いることとし


















参照）と同一である。図 5.18 に、従来手法による解析から得られた各積層ゴムの Q
－δh 曲線、δv－δh 曲線、P－δv 曲線を示す。これより以下のことが指摘できる。 
Q－δh 曲線：せん断履歴則を用いたことにより、水平力のハードニングと除荷時の履
歴ループの膨らみが表現されているが、積層ゴム A と積層ゴム B の曲線形状に明確な
差異は認められない。図 5.4 の実験結果との比較によれば、ハードニングが生じた積
層ゴム B については解析と実験は概ね一致するものの、水平力の低下が生じた積層ゴ
ム A については負側変形時の曲線形状が大きく異なっている。 
δv－δh 曲線、P－δv 曲線：圧縮側の鉛直復元力特性を線形としているため、その特性
に対応した微小な沈み込み変形が生じている。一方、積層ゴム B で引張り降伏が生じ
ており、負側変形時に最大 1mm 程度の引張り変形が生じている。図 5.5、5.6 の実験
結果との比較では、大変形時の沈み込み変形が大きく異なっている。 
 





張り変形が生じている箇所が認められる。特に 2.5 秒及び 16 秒付近では引張り変形
が 1mm 程度と大きい。重心の水平加速度を比較すると、実験での加速度が 2m/s2 程
度で極大となる 2.5 秒、5 秒、6 秒、16 秒付近において、解析の加速度が実験を上回
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変形(δh)曲線を示す。図中には、第 2 章で定義した塔状比によって定まる剛体の静的
浮き上がり限界水平力 Qup を示している。これより、提案手法では、負側の最大変形
時に Qh が頭打ちとなり概ね Qup を下回っている。また、実験結果の Qh－δh 曲線との
合致度も高い。一方、従来手法では、Qh に若干のハードニングが生じており、負側変
形時に Qup を上回っている部分が認められる。第 2 章で述べたとおり、免震建物の終
局時における上部構造の運動パターンは、Qup と Qh の大小関係に大きく依存し、Qup< 
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解析                 実験 
積層ゴム B 
 







































































































図 5.17 解析結果と実験結果の比較：ケース②3.5×L2、時刻歴波形 
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積層ゴム A 積層ゴム B 
積層ゴム A 積層ゴム B 
積層ゴム A 積層ゴム B 













































図 5.19 従来手法による解析結果と実験結果の比較 
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羅することを考慮した。免震建物を表 6.1 に示す第 1 期から第 4 期の 4 つの年代に分




【第 2 期免震建物】 
・5F モデル 
上部構造総質量 4259ton、塔状比 1.25 
免震層 天然ゴム系積層ゴム（NRB）＋鉛ダンパ 
NRB（せん断弾性係数 0.441MPa、直径 800mm、ゴム総厚さ 162mm、14 台） 
平均長期面圧 5.93MPa、免震周期（積層ゴム剛性のみによる周期）2.94s、免震
層降伏せん断力係数 0.05、水平クリアランス 0.4m 




NRB（せん断弾性係数 0.392MPa、直径 950mm、ゴム総厚さ 198mm、14 台） 
平均長期面圧 8.02MPa、免震周期（積層ゴム剛性のみによる周期）4.04s、免震
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NRB（せん断弾性係数 0.392MPa、直径 1100mm、ゴム総厚さ 200mm、14 台） 
平均長期面圧 9.26MPa、免震周期（積層ゴム剛性のみによる周期）4.36s、免震
層降伏せん断力係数 0.035、水平クリアランス 0.5m 




NRB（せん断弾性係数 0.392MPa、直径 1400mm、ゴム総厚さ 279mm、14 台） 
平均長期面圧 11.15MPa、免震周期（積層ゴム剛性のみによる周期）5.66s、免震




NRB（せん断弾性係数 0.392MPa、直径 1200mm、ゴム総厚さ 240mm、21 台） 
平均長期面圧 10.12MPa、免震周期（積層ゴム剛性のみによる周期）5.00s、免震
層降伏せん断力係数 0.035、水平クリアランス 0.7m 
 
建物モデルは、5F モデル、10F モデル、15F モデル、23F モデルの 4 つで、前者 3
つについては文献 6.2)に示された同名のモデルを、23F モデルについては 60m を超え
る実高層免震建物のモデルをそれぞれ参考にしている。免震装置は、すべて天然ゴム
系積層ゴムと鉛ダンパの組合せとした。積層ゴムについてはメーカーの標準品を参考
にその形状を設定した 6.3)。また、鉛ダンパは、1 台の特性を初期剛性 12000kN/m、
降伏荷重 100kN、降伏後剛性 0kN/m、降伏変位 8.3mm として、所定の降伏せん断力
係数を満足するように個数を適宜調整した。積層ゴムの配置は建物両端に 2 列に配置
することを基本とする（2 列配置）。23F 修正モデルは積層ゴム配置の影響を比較する
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表 6.1 免震建物の分類と特徴 
年代分類 免震建物の特徴 
第 1 期 草創期 
（～1988 年） 
天然ゴム系積層ゴム＋別置きダンパのシステム、
ゴム材料 G4.5 と G6 が主流、CB=0.15 以上 




第 3 期 阪神・淡路大震災後
（1995～1999 年） 
免震システム多様化、ゴム材料 G4 が主流 
積層ゴム高面圧化・長周期化・高塔状化の傾向 





表 6.2 建物モデル諸元一覧 
 年代分類 
第 2 期 第 3 期 第 4 期 
モデル名 5F 10F 15F 23F 23F修正
上部 
構造 
階数  5 10 15 23 
建物幅 B m 12 12 12 16.8 
建物高さ H m 15 30 48 82 
塔状比 H/B  1.25 2.5 3.75 4.88 
総質量 ton 4259 8123 12570 24530 
積層 
ゴム 
個数  14 14 14 14 21 
直径 D mm 800 950 1100 1400 1200 
せん断弾性係数 MPa 0.441 0.392 0.392 0.392 0.392 
ゴム高さ l mm 289.6 330.4 314.2 447.2 367.6 
ゴム一層厚さ tr mm 5.4 6.4 7.4 9.3 8.0 
ゴム層総厚さ h mm 162 198.4 199.8 279 240 
1 次形状係数 S1  37.0 37.2 37.2 37.6 37.5 
2 次形状係数 S2  4.94 4.79 5.51 5.02 5.00 
免震 
特性 
面圧 MPa 5.93 8.02 9.26 11.15 10.12 
免震周期 s 2.96 4.04 4.36 5.66 5.00 
降伏せん断力係数 0.05 0.035 0.035 0.035 0.035 
クリアランス m 0.4 0.5 0.5 0.7 0.7 































図 6.1 建物モデル概要（5F、10F、15F モデル） 











5F モデル 10F モデル 15F モデル 
建物平面図
積層ゴム配置図










































の積層ゴムは 23F 修正モデルでのみ考慮 
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6.3 解析モデル 
図 6.3 に解析モデルを示す。解析の対象とする方向は建物短辺方向であり、このう






























図 6.3 解析モデル 
23F 修正モデル以外
積層ゴム A 積層ゴム B 
23F 修正モデル 
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表 6.3 建物固有周期一覧 




1 次 0.117 0.294 0.472 1.79 
2 次 0.040 0.101 0.162 0.605 




1 次 2.97 4.06 4.39 5.86 5.24 
2 次 0.092 0.212 0.329 1.15 1.14 
3 次 0.035 0.082 0.128 0.535 0.535 




期地震動）から選定した。表 6.4 に入力地震動の一覧を示す。既往観測波としては EL 
CENTRO-NS 波（EL_NS）、HACHINOHE-NS 波（HACHI_NS）、JMA KOBE-NS
波（KOBE_NS）を採用した。なお、EL CENTRO-NS 波及び HACHINOHE-NS 波
については最大速度が 0.5m/s になるように規準化したものを用いた。設計用模擬地
震動としては第 2 章の振動台実験でも用いた BCJ-L2 波を、長周期地震動としては東
海・東南海地震の名古屋三の丸における推定地震動（三の丸波、SAN）6.4)を採用した。
図 6.4 に各地震動について、h=5%の速度応答スペクトルを示す。JMA KOBE-NS 波
では 1 秒付近の応答が、三の丸波では一般免震建物の固有周期に近い 3 秒付近の応答
が 卓 越 し て お り 、 従 来 の 設 計 で 多 用 さ れ て き た EL CENTRO-NS 波 や
HACHINOHE-NS 波よりもその値が大きい。一方、BCJ-L2 波は 8 秒の長周期帯まで
概ねフラットな特性を有している。 
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EL CENTRO-NS 5.11 53.76 0.02 
HACHINOHE NS 3.30 36.00 0.01 
JMA KOBE-NS 8.21 25.00 0.02 
模擬地震動 BCJ-L2 3.56 120.00 0.01 




























図 6.4 入力地震動の速度応答スペクトル 
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6.5 解析結果 
6.5.1 基本応答特性 
各モデルについて 5 地震動による水平 1 方向入力の応答解析を行い、入力地震動が
建物応答に及ぼす影響を把握するとともに、通常想定される地震動の範囲における修











免震周期の短い 5F モデルと 10F モデルでは三の丸波で、15F モデルでは三の丸波及















































































図 6.5 最大加速度と最大水平変位の高さ方向の分布（基本応答特性） 
注）KOBE_NS は BCJ_L2 の結果と重複  






































































図 6.6 最大加速度と最大水平変位の高さ方向の分布（基本応答特性） 
 - 158 -
 
表 6.5 免震層最大水平変位とせん断ひずみ 
モデル名 5F 10F 15F 23F 
最大水平変位（m） 0.331 0.447 0.378 0.384 
最大せん断ひずみ（%） 204 225 189 138 








































図 6.7 基本応答特性（10F モデル、三の丸波） 
 
積層ゴム A 積層ゴム B 
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6.5.2 終局挙動 
積層ゴムに引張り変形あるいは過大な沈み込み変形が生じる終局挙動を確認する
ため、水平 1 方向入力の応答解析を行なった。入力波としては BCJ-L2 波を用い、入
力レベルは、原波の最大加速度を規準として 1.0 倍、1.5 倍、2.0 倍と振幅を増加させ、





















積層ゴムの 2 列配置と 3 列配置について Qup は次式で与えられる 6.5)。 
2 列配置：  BH
WQup   
3 列配置：  BH
WQup 3
2  
ここで、W は総重量、H/B は塔状比である。表 6.7 に各モデルの 1 構面についての
Qup を示す。これらの図、表より以下のことが分かる。 
5F モデル及び 10F モデル：免震層水平力 Qh は常に Qup 以下であり引張り変形は生じ
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ていない。両積層ゴムにおいて正側変形時に水平力のハードニングが認められる。積
層ゴム B では、正側最大変形に向かうループにおいて水平力が頭打ちとなり、水平力
が僅かに低下している。最大水平変形は 5F モデルで 0.79m（γ=490%）、10F モデル
で 0.89m（γ=450%）であり、積層ゴムの直径に相当する変形（0.8m 及び 0.95m）に





15F モデル及び 23F モデル：Qh－δh 曲線より、免震層水平力 Qh が Qup を超えてい
る部分が認められる。それに対応して、積層ゴム A では、15F モデルで 20mm（ε=10%）
の引張り変形が、23F モデルで 13mm（ε=5%）の引張り変形がそれぞれ生じている。
15F モデルでは、積層ゴム B にも 10mm 程度の引張り変形が生じているが、これは、
積層ゴム A 側での着地後の浮き上がりによるものである。最大水平変形は 15F モデル
で 0.90m（γ=450%）、23F モデルで-1.17m（γ=420%）であり、積層ゴムの直径に相
当する変形（1.1m 及び 1.4m）に対して 80%程度となっている。積層ゴム B では、い
ずれのモデルでも正側最大変形時に水平力が僅かに低下し、それぞれ 16mm（ε=8%）





23F 修正モデル：正側水平変形時に免震層水平力が Qup を超え積層ゴム A に 8mm 程
度の引張り変形が生じている。積層ゴムの 3 列配置とすることにより、2 列配置の 23F















表 6.6 各モデルの終局入力レベル 
モデル名 5F 10F 15F 23F 23F 修正 
入力レベル 
（×L2） 
2.5 2.4 2.5 2.7 2.0 
 
 
表 6.7 各モデルの 1 構面あたりの静的浮き上がり限界水平力 Qup 
モデル名 5F 10F 15F 23F 23F 修正 
総重量（kN） 41738 79605 123186 240394 240394 
1 構面重量（kN） 5963 11372 17598 34342 34342 
塔状比 H/B 1.25 2.5 3.75 4.88 4.88 
Qup（kN） 4770 4549 4693 7037 4692 
 































































図 6.8 最大加速度と最大水平変位の高さ方向の分布（終局直前レベルまで） 




































































図 6.9 最大加速度と最大水平変位の高さ方向の分布（終局直前レベルまで） 


























図 6.10 最大加速度と最大水平変位の高さ方向の分布（終局直前レベルまで） 






























































































図 6.11 終局直前レベルにおける積層ゴムの挙動（5F モデル、2.4×L2） 
積層ゴム A 積層ゴム B 
積層ゴム A 積層ゴム B 
免震層全体































































































図 6.12 終局直前レベルにおける積層ゴムの挙動（10F モデル、2.3×L2） 
積層ゴム A 積層ゴム B 
積層ゴム A 積層ゴム B 
免震層全体




























































































図 6.13 終局直前レベルにおける積層ゴムの挙動（15F モデル、2.4×L2） 
積層ゴム A 積層ゴム B 
積層ゴム A 積層ゴム B 
免震層全体





























































































図 6.14 終局直前レベルにおける積層ゴムの挙動（23F モデル、2.6×L2） 
積層ゴム A 積層ゴム B 
積層ゴム A 積層ゴム B 
免震層全体
































































































図 6.15 終局直前レベルにおける積層ゴムの挙動（23F 修正モデル、1.9×L2） 
積層ゴム A 積層ゴム B 
積層ゴム A 積層ゴム B 
免震層全体




0.25 倍、0.5 倍、1.0 倍、1.5 倍、2.0 倍と振幅を増加させた。以下では入力レベルを
「倍率×SAN」と表記する。解析対象は 23F モデルとした。図 6.16 に各入力レベル
の最大水平加速度、最大水平変位の高さ方向の分布を示す。これより、最大加速度に



































0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0
最大水平変位（m）
 
図 6.16 最大加速度と最大水平変位の高さ方向の分布 
（長周期地震動に対する応答、23F モデル） 
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6.5.4 上下動入力の影響 
上下動入力が終局挙動に及ぼす影響を把握するため、水平・上下 2 方向入力の応答




倍、2.0 倍と増加させ、2.0 倍以降は 0.1 倍刻みで終局状態まで振幅を増幅させた。以
下では入力レベルを「倍率×EL」又は「倍率×KOBE」と表記する。上下方向は水平
方向のレベルに寄らず一定とした。JMA KOBE 波は原波（最大加速度：3.33m/s2）































表 6.8 上下動を考慮した場合の終局入力レベル 
モデル名 10F モデル 15F モデル 
入力地震動 EL CENTRO JMA KOBE EL CENTRO JMA KOBE
上下動考慮 3.0×EL 3.3×KO 3.2×EL 2.1×KO 
上下動未考慮 3.6×EL 3.4×KO 3.9×EL 2.8×KO 
 






































































































































































上下動考慮             上下動未考慮 

















































































































上下動考慮             上下動未考慮 










積層ゴム A 積層ゴム B




建物階数が 5 階、10 階、15 階、23 階、塔状比が 1.25～4.88 の免震建物モデルを設
定し、入力地震動として、EL CENTRO-NS 波、HACHINOHE-NS 波、JMA KOBE-NS
波、BCJ-L2 波、三の丸波を用い、各種要因が終局挙動に与える影響について検討し
た。本章より得られた知見を以下に示す。 
(1) 設計レベルを想定した上記 5 波による地震応答解析を実施した。このうち、長周
期地震動を想定した三の丸波入力時には、全モデルで入力に対して上部構造の加








定が可能である。終局時の運動パターンは、塔状比 1.25、2.5 の 5 階、10 階のモ














(4) 運動パターンが沈み込み型に分類された 10F モデルと混在型に分類された 15F モ
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形状・面圧を採用し、塔状比は 4 及び 6 の 2 ケース、積層ゴムの形状・面圧は、小径・
高面圧と大径・低面圧の 2 ケースを設定した。積層ゴムは、減衰機能を併せ持った鉛
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プラグ入り積層ゴム（LRB）及び高減衰積層ゴム（HDB）を用いた。これらを組み合























おり、Qup < Qh の場合には基本的に浮き上がり型となり、Qup > Qh の場合には沈み込
み型となった。一方、沈み込み変形は免震層水平変形が積層ゴムの直径に相当する変
























































































とによって判定が可能である。終局時の運動パターンは、塔状比 1.25、2.5 の 5 階、
10 階のモデルでは沈み込み型に、塔状比 3.75、4.88 の 15 階、23 階のモデルでは混
在型となった。免震層の水平力は、前者では常に剛体の静的浮き上がり限界水平力
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